
 

 

 

 

 

 

 

 

○ 租税特別措置等に係る政策評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-355-



 

 

 

 

 

 

 

 

-356-



租税特別措置等に係る政策評価 

 

１．財務省における租税特別措置等に係る政策評価の実施方針について 

  租税特別措置等（国税における租税特別措置及び地方税における税負担軽減措

置等）のうち法人税、法人住民税及び法人事業税に係るもの（注）について、「行

政機関が行う政策の評価に関する法律」及び「租税特別措置等に係る政策評価の

実施に関するガイドライン」（平成22年５月28日政策評価各府省連絡会議了承）

に基づき、「政策評価に関する基本計画」（財務省）において、改正や延長等の

要望が行われる際に事前評価を実施するほか、必要に応じて事後評価を行い、基

本計画対象期間内に一回は政策評価が行われるようにしています。 

  事前評価及び事後評価を実施した場合は、評価書を作成・公表し、事前評価の

政策評価書は税制改正要望に添付されて活用されています。 

また、作成した評価書は総務省に送付し、同省が各府省分をとりまとめて公表

しています。なお、財務省では、これらの評価書を含んだ「政策評価書」を、翌

年、作成しております。 

（注）行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令第３条の規定により、法人税については

「租税特別措置の適用状況の透明化に関する法律（平成22年法律第８号）第３条第１項に規定

するもの、地方税については、法人の都道府県民税、市町村移民税及び事業税で税額又は所得

の減額を内容とするものについて、延長等の要望の際の事前評価が義務づけられています。 

 

 

２．令和４年度における租税特別措置等に係る政策評価の実施について 

事前評価書 

租税特別措置等の名称 評価実施時期 評価結果 政策評価の結果の政策への反映状況 

銀行等保有株式取得機構

に係る資本割の特例措置 

令和４年８月 別添１の 

通り 

評価結果を踏まえ、令和５年度税

制改正要望を行い、税制改正大綱に

盛り込まれた。 

事後評価書 

租税特別措置等の名称 評価実施時期 評価結果 政策評価の結果の政策への反映状況 

特定普通財産とその隣接

する土地等の交換の場合

の課税の特例 

令和４年８月 別添２の 

通り 

評価結果を踏まえ、これまでの取

組を引き続き進めた。 
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【様式】 
 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

銀行等保有株式取得機構に係る資本割の特例措置 

  

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人事業税：義）（地方税４） 

② 上記以外の

税目 

－ 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

銀行等保有株式取得機構（以下「機構」という。）については、令和５ 

年３月 31 日までの間に開始する各事業年度の事業税に限り、資本金

等の額を10 億円とする課税標準の特例措置が講ぜられている。 

 

《要望の内容》 

 当該措置を機構の存続期限まで延長すること。 

《関係条項》 

・地方税法第 72 条の 12 第２号 

・地方税法附則第９条第３項 

5 担当部局 財務省大臣官房信用機構課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期： 令和４年８月    

分析対象期間： 平成 16 年度～令和７年度 

7 創設年度及び改正経緯 平成 16 年度 創設 

平成 21 年度 ５年間の延長 

平成 26 年度 ３年間の延長 

平成 29 年度 ３年間の延長 

令和２年度  ３年間の延長 

8 適用又は延長期間 機構の存続期限までの延長とする。 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

機構の財務面での安定的な業務運営基盤が確保され、銀行等によ

る株式等の処分等が円滑化されることにより、金融システムの安定性

確保及び国民経済の健全な発展に資すること。 

《政策目的の根拠》 

銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律 

（目的） 

第１条 この法律は、銀行等の業務の公共性及び銀行等をめぐる諸情

勢の著しい変化にかんがみ、銀行等の業務の健全な運営を確保す

るため、当分の間、銀行等による株式等の保有を制限するとともに、

銀行等による対象株式等の処分の円滑を図り、あわせて銀行等と

銀行等以外の会社とが相互にその発行する株式を保有する関係を

解消することに資する場合における当該会社による当該銀行等の

株式の処分の円滑を図り、もって国民経済の健全な発展に資するこ

とを目的とする。 

別添１ 
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② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標４－２ 

金融破綻処理制度の適切な整備・運用及び迅速・的確な金融危機

管理 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

機構の財務面での安定的な業務運営基盤が確保されることで、機

構において銀行等の保有する対象株式等の買取り等の業務が行わ

れ、セーフティネットとしての機能が発揮されることにより、銀行等によ

る対象株式等の処分等の円滑化が図られること。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本特例措置を講ずることにより、機構のセーフティネットとしての機能

が発揮され、銀行等による対象株式等の処分等の円滑化が図られる

ことにより、金融システムの安定性の確保及び国民経済の健全な発展

に資する。 

10 有効性

等 

①  適用数 本特例措置の創設以降、適用対象は機構のみであり、今後におい

ても機構のみが適用対象となる。 

② 適用額 適用総額は、各年度 274.8億円（資本金等の額（284.8 億円） - 特

例適用後課税標準（10 億円））である。 

 

③ 減収額 ○減収額 

平成 16 年度から平成 26 年度まで各年度 57百万円 

平成 27 年度 86 百万円 

平成 28 年度から令和４年度まで各年度 144 百万円 

○減収見込み額 

令和５年度以降、144 百万円 

 

≪算定根拠≫ 

本特例措置の適用総額×法人事業税（資本割）税率 

= 27,478,679 千円 × 0.21％ = 57,705 千円（～平成 26 年度） 

= 27,478,679 千円 × 0.315％ = 86,557 千円（平成 27 年度） 

= 27,478,679 千円 × 0.525％ = 144,263 千円（平成 28 年度～令和

元年度） 

= 27,480,679 千円 × 0.525％ = 144,273 千円（令和２年度以降）  
④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

本特例措置により、平成 16 年度から平成 26 年度の各年度で 57

百万円、27 年度 86 百万円、28年度から令和４年度の各年度で 144

百万円の税負担が軽減され、機構の財務面での安定的な業務運営基

盤の確保に寄与しており、機構による銀行等の保有する対象株式等の

買取り等の業務が行われ、セーフティネットとしての機能が発揮される

ことにより、銀行等による株式等の処分等の円滑化が図られており、金

融システムの安定性確保及び国民経済の健全な発展に資している。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本特例措置が延長されなかった場合、機構の財務面での安定的な

業務運営基盤の確保がされず、機構による銀行等の保有する対象株

式等の買取り等の業務が行われないことで、セーフティネットとしての

機能が発揮されず、銀行等による株式等の処分等が円滑に行われな

いこととなり、金融システムの安定性確保及び国民経済の健全な発展
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が阻害されるおそれがある。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

本特例措置を講ずることにより、令和５年度以降の各年度において

法人事業税 144 百万円の税負担が軽減され、機構の財務面での安定

的な業務運営基盤が確保されることに繋がる。 

その結果、機構による銀行等の保有する対象株式等の買取り等の

業務が行われ、セーフティネットとしての機能が発揮されることにより、

銀行等による株式等の処分等の円滑化が図られ、金融システムの安

定性の確保及び国民経済の健全な発展に寄与していることから、税収

減を是認する効果があるといえる。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

機構は、銀行等の保有する対象株式等の買取り等の業務を行うこと

により、銀行等による対象株式等の処分等の円滑を図ることを目的と

しており、セーフティネットとして高い公共性を有し、信用秩序の維持に

不可欠なものである。 

当該業務は機構のみが担っており、機構の財務面での安定的な業

務運営基盤が確保され、セーフティネットとしての機能が発揮されるに

は、引き続き、租税特別措置によることが妥当である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

他の支援措置や義務付け等は存在しない。 

 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

本特例措置により、機構のセーフティネットとしての機能が発揮さ

れ、銀行等による対象株式等の処分等の円滑化が図られることによ

り、金融システムの安定性の確保等に貢献している。 

その結果、銀行等が地域において金融機能を円滑に発揮すること

が可能となり、地域経済の健全な発展に寄与するものであることから、

課税団体である地方公共団体にとっても大きな意義を有するものであ

る。 

12 有識者の見解 － 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

令和元年８月 
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【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事後評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合の課税の特例 

  
2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

法人税：義、所得税：外 

② 上記以外の

税目 

 

3 内容 《制度の概要》 

法人が、その有する国有財産特別措置法第９条第２項の普通財産

のうち同項に規定する土地等として財務局長等により一定の証明がさ

れたもの（特定普通財産）に隣接する土地等（その特定普通財産の上

に存する地上権等又は土地の賃借権を含む。）につき、同項の規定に

より当該隣接する土地等と当該特定普通財産の交換をしたときは、当

該交換により取得した特定普通財産の取得価額から当該交換により

譲渡をした隣接する土地等の譲渡直前の帳簿価額を控除した残額の

範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べを認める。  

 

個人が、その有する国有財産特別措置法第９条第２項の普通財産

のうち同項に規定する土地等として財務局長等により一定の証明がさ

れたもの（特定普通財産）に隣接する土地等（その特定普通財産の上

に存する地上権等又は土地の賃借権を含む。）につき、同項の規定に

より当該隣接する土地等と当該特定普通財産の交換をしたときは、当

該所有隣接土地等の交換がなかったものとして、租税特別措置法に

規定する長期譲渡所得の課税の特例又は短期譲渡所得の課税の特

例を適用する。 

 

《関係条項》 

租税特別措置法第 37 条の８、第 66条 

4 担当部局 理財局国有財産業務課 

5 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和４年８月  分析対象期間：平成 29～令和３年度 

6 創設年度及び改正経緯 平成 18 年度創設（以後改正なし） 

 

7 適用期間 恒久措置 

8 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

厳しい財政事情の下、税外収入を確保するため、売却が直ちに困難

な国有地についても、交換制度の活用により売却を図る。 

 

《政策目的の根拠》 

国有財産特別措置法（昭和 27 年６月 30日法律第 219 号）第９条

第２項 

別添２ 
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（概要） 

普通財産のうち土地及び土地の定着物は、各省各庁の長が当該土

地を円滑に売り払うため必要があると認めるときは、当該土地の一部

について、隣接する土地等の一部若しくは全部又は当該土地の上に

存する借地権の一部と交換することができる。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標３－３ 

庁舎及び宿舎を含む国有財産の適正な管理・処分及び有効活用と

情報提供の充実  

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

国有地のうち、売却が直ちに困難な無道路地、不整形地及び権利

付財産について、交換制度を活用し、隣接地と土地の一部を交換して

進入路の確保、土地の整形化又は借地権の解消（以下、「整形化等」

という。）を行うことにより、売却可能な国有地を創出し、売却を図ること

を目標としている。  

交換は、相手方の合意に基づき成立するものであり、あらかじめ達

成すべき具体的な水準と目標達成時期は示せないものの、整形化等

を行った国有地については、速やかに売却を図ることとしている。 

なお、測定指標は当該交換により整形化等が行われた国有地につ

いて、令和４年３月末までに入札等により得られた売却収入を使用す

る。 

  
《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

特例措置により、売却が直ちに困難な国有地の整形化等に必要な

土地等の所有者が交換に応じることになり、売却可能な国有地が創出

され、入札等により売却収入が得られ、税外収入の確保に寄与してい

る。 

 

9 有効性

等 

① 適用数  
交換年度 交換件数（法人） 交換件数（個人） 

平成 29 年度 0 件 0 件 

平成 30 年度 0 件 0 件 

令和元年度 0 件 2 件 

令和 2 年度 0 件 0 件 

令和 3 年度 0 件 0 件 

合計 0 件 2 件 

 

国は隣接土地所有者等に対して、すべからく特定国有財産の交換

制度の周知を行っているが、隣接土地所有者等の交換ニーズは、土

地所有期間の中で生じる建物の建替えや相続などの機会に応じて発

生するものであり、隣接土地所有者側のニーズがなければ同制度は

活用できず、交換は相手方との合意に基づき成立するものであること

から、適用者数は想定外に僅少ではない。 

また、交換相手方である隣接土地所有者等は、租税特別措置法（昭

和 32 年法律第 26 号）における課税の特例の適用を受けるに当たって

は、確定申告書に財務局長等が国有財産特別措置法（昭和 27 年法

律第 219 号）の規定に基づく交換である旨を証明する書類を添付する

必要がある。このため、財務局長等は交換契約を締結したときは、本

租税特別措置の適用を可能とするための「国有財産の交換に関する
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証明書」を、交換相手方が地方公共団体等非課税法人である場合を

除き、全ての交換相手方に交付することにより、本租税特別措置の適

用に当たり特定の者に偏りが生じる余地がないよう運用している。 

  
② 適用額  

 

 

 

 

 

 

 

 

交換年度 
交換財産の概算

評価額（法人） 

交換財産の概算

評価額（個人） 

平成 29 年度 0 百万円 0 百万円 

平成 30 年度 0 百万円 0 百万円 

令和元年度 0 百万円 73 百万円 

令和 2 年度 0 百万円 0 百万円 

令和 3 年度 0 百万円 0 百万円 

合計 0 百万円 73 百万円 

③ 減収額  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

交換年度 法人税減収額 所得税減収額 

平成 29 年度 0 百万円 0 百万円 

平成 30 年度 0 百万円 0 百万円 

令和元年度 0 百万円 10 百万円 

令和 2 年度 0 百万円 0 百万円 

令和 3 年度 0 百万円 0 百万円 

合計 0 百万円 10 百万円 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

（分析対象期間：平成 29 年度～令和 3 年度） 

 

売却年度 
売却収入 

（法人税減収対象財産） 

売却収入 

（所得税減収対象財産） 

平成 29 年度 0 百万円 6 百万円 

平成 30 年度 0 百万円 0 百万円 

令和元年度 0 百万円 0 百万円 

令和 2 年度 2 百万円 76 百万円 

令和 3 年度 0 百万円 0 百万円 

合計 2 百万円 82 百万円 

 

※上記の売却収入に対応する法人税減収額は 18 百万円、所得税減

収額は４百万円となっている。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

 

無道路地・不整形地等の売却が直ちに困難な国有地について、交

換制度の活用により売却可能な国有地が創出された結果、交換後の

国有地の売却収入 83 百万円を得られた。 

  
⑤ 税収減を是

認する理由

等 

（分析対象期間：平成 29 年度～令和３年度） 

対象期間中の特例措置適用の減収額 10 百万円に対する効果は、

売却未済の財産もあることから、現時点では検証が困難なものの、対

象期間における交換制度の活用により売却可能となった財産の売却

収入は 83 百万円であり、それに対応する税収減 22 百万円を上回る

売却収入が得られたことから、特例措置は効果があったと認められる。 
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10 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

民間において固定資産を交換する場合には、所得税法及び法人税

法により譲渡益にかかる特例措置が認められているが、国有地の交換

については、同法が適用されないことから、租税特別措置により国有

地についても民間と同様の特例措置を講じたものである。 

当該租税特別措置以外の他の政策手段を用いることは民間取引に

おける課税の取扱いと異なることとなり、交換契約の成立に支障をきた

すおそれがあることから、妥当ではない。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

他の支援措置や義務付け等はない。 

 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

 

 

 

11 有識者の見解 ○財政制度等審議会国有財産分科会答申（平成 18年１月） 

「今後の国有財産の制度及び管理処分のあり方について－効率性重

視に向けた改革－」（抄） 

 

・未利用国有地等の売却を容易にするための交換制度の導入 

 

未利用国有地については、これまで積極的に売却が行われてきた

結果、そのストックは減少した。しかし、現下の極めて厳しい財政事情

の下、今後は、市場性に劣る売却困難財産や権利付財産も工夫して

売却していかなければならない。 

したがって、こうした財産の売却を促進するため、可及的速やかに、

法律上、国有地の円滑な処分のために行う交換を可能とするととも

に、借地権と底地（国有地）の交換を可能とすることが適当である。 

 

12 評価結果の反映の方向性 特例措置により、売却が直ちに困難な国有地の整形化等に必要な

土地等の所有者が交換に応じ、売却可能な国有地が創出され、入札

等により売却収入が得られるなど、税外収入の確保に寄与しているこ

とから、特例措置による効果が認められる。 

引き続き、売却が直ちに困難な無道路地、不整形地等について、交

換制度を活用したうえで、売却可能な国有地を創出し、売却を図ること

により、税外収入を確保する必要があることから、当該措置の継続は

必要であると考える。 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 29 年度 
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